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６ 市川市物品購入随意契約締結要領 

 
（趣旨） 

第１条 この要領は、市川市が発注する物品購入における随意契約の締結に関し、必要な事項を定

めるものとする。 
 

（対象物品） 

第２条 対象とする物品は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下、「施行令」と

いう。）第１６７条の２第１項各号のいずれかを適用することが適当である物品で、かつ、市

川市随意契約ガイドラインに適合すると認められるものとする。 
 
（指名見積合わせ） 

第３条 施行令第１６７条の２第１項第１号に該当するもののうち、１件当たりの購入予定額が３

０万円を超え８０万円以下の物品購入においては、原則として指名見積合わせを行うものとし、

その事務取扱い等は、別に定めるものとする。 
 

（随意契約予定業者の決定） 
第４条 随意契約予定業者の決定は、１件当たりの購入予定額が２千万円を超えるものについ

ては、市川市物品購入に関する審査会運営要綱第２条第１号の規定に基づき、市川市物品購

入に関する審査会に諮り、これを行うものとする。 
２ １件当たりの購入予定額が２千万円以下についての随意契約予定業者の決定者は、次の表

のとおりとする。ただし、購入予定額が 500 万円を超え２千万円以下の備品購入費である場

合の決定者は財政部長とする。 
購入予定額 決定者 
30 万円を超え２千万円以下 契約課長 
30 万円以下 主管課長 

 

（通知等） 
第５条 随意契約予定業者として決定された者には、原則として見積書の提出を依頼するものとす

る。ただし、指名見積合わせを行ったものは除くものとする。 
２ 前項の随意契約予定業者の選定数は２人以上とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する

場合は、１人とすることができる。 
(1) 契約の目的又は性質により契約の相手方が特定されるとき。  
(2) １件当たりの購入予定額が３０万円以下の物品購入をするとき。  
(3) ２人以上から見積書を徴することが適当でないとき。  
(4) 施行令第１６７条の２第１項第３号又は４号に該当するものから物品購入をするとき。  
(5) その他特別な事情があるとき。  

 
（予定価格の設定） 

第６条 予定価格の設定者は、市川市事務決裁規定（昭和６２年１１月１４日訓令第４号）別表第

２に定める者とする。 
 
（見積書の提出期間） 

第７条 見積書の提出期間は、第５条第１項の規定に基づく見積依頼日の翌日から起算することと

し、次の各号に定める１件当たりの購入予定額の区分に応じ、当該各号に定める日数としなけれ
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ばならない。ただし、やむを得ない事由があるときは、第２号及び第３号の期間は、５日以内に

限り短縮することができる。 
(1) ２千万円以下の場合 １日以上  
(2) ２千万円を超え５千万円以下の場合 １０日以上  
(3) ５千万円を超える場合 １５日以上  

２ 見積書の提出は、郵送又は持参の方法により行うものとする。 
 
（内訳書の提出） 

第８条 必要に応じて、見積書の提出とともに内訳書を提出させることができるものとする。 
 
（契約金額） 

第９条 契約金額は、予定価格の制限の範囲内の金額とする。 
 
（契約業者の決定） 

第１０条 予定価格の制限の範囲内において、見積書を提出した者のうちから契約者を決定し、速

やかに契約を締結する旨を通知するものとする。 
 
（契約内容の公表） 

第１１条 契約者が決定した後は、市川市物品購入入札契約に係る情報の公表に関する事務運用要

領の規定により契約内容を公表するものとする。   
 

附 則 
 この要領は、平成１４年４月１日から施行する。 
 

附 則 
 この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 
 

附 則 
 この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 
 

附 則 
 この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

 
附 則 

この要領は、平成２３年６月１日から施行する。 
 
附 則 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 
 
附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 
 


